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1国 際協力概念の変化

1990年 代 に な る と,多 くの先 進 国 で は,政 府

開 発 援 助(ODA)の 意 義 を 再 構 築 し,政 策 と

取 り組 み を変 化 させ て きた.こ れ を 明文 化 した

もの と して,経 済 協 力 開発 機構 の 開発 援 助 委 員

会 が1996年 に 採 択 した,Shαpingthe21th

Century:TheContributionoプDevelopment

Co-operαtionが 挙 げ られ る.こ れ は,1995年

のハ リフ ァク ス ・サ ミ ッ トで の 「全 て の 人 々 の

生 活 の 質 の 向 上 が 持 続 可 能 な発 展 の 目標 」 との

合 意 を受 け て作 成 され た もの で,極 端 な貧 困 の

克 服,食 糧 安 全 保 障 の 確 保,市 場 経 済 の 効 果 と

政 府 の効 率 性 の 改 善,地 域 協 力 の推 進,最 貧 困

層 と最 貧 国 の 自立 の た めの 能 力 開発 に よ る依 存

の 縮 小 等 を,明 確 な体 系 を もっ て 達 成 す べ き と

す る.そ して経 済福 祉,社 会 開発,環 境 持 続 性

の 分 野 で,進 展 の 測 定 に役 立 つ7つ の 指 標 を提

示 して い る.

ODAの 意義の再構築の背景には,地 球規模

の大きな転換が存在する.そ の第1は,東 西冷

戦の終結である.東 西冷戦の終結は,西 欧諸国

に,議 会制民主主義と市場経済が普遍的価値 と

しての地位を確立 したと認識させた.ま た西欧

諸国は,途 上国の支持の喪失をもはや脅威とは

感じなくなっていた.こ のことは,財 政収支や

国際収支の悪化 とODAの 効率性の低 さか ら

「援助疲れ」 を起 こす中で,軍 事政権や開発独

裁 を容認するような支援 を行うことに対 して問

題提起を行う契機 となった.そ こで援助の有効

性 を国民に示すために,途 上国に民主化や人権

の尊重,統 治における透明性,公 開性,説 明責

任,予 測可能性の確保が求められるようになっ

た(下 村 ・中川 ・斎 藤,1999).

第2は,地 球規模の問題が深刻 とな り,ま た

その深刻 さが国際政治の中で認識 されてきたこ

とである.酸 性雨や有害廃棄物,貧 困,HIV,

新たな感染症のように,従 来は国内問題とされ

てきたものが,国 境における規制の緩和,政 治

の多様性 と民主化 による開放性の増大 ととも

に,国 境を越えた影響をもたらすようになって

きた.ま た,オ ゾン層の破壊や地球温暖化等,

世界の人々が共通に直面 し,か つ将来世代にも

影響 を及ぼす重要な課題 も出現し,人 類及び地

球全体に及ぼす影響も明らかにされてきた.

そこで先進国や国際的な援助機関は,「 持続

可能な発展」をその目標 として掲げるようにな

った(表1).そ してODAに よる支援が受取国

の環境を破壊するのを防止する制度 を整備 し,

また受取国の環境保全への支援 も積極的に行 う

ようになった.

しかし 「持続可能な発展」の概念 ない し意味

する内容についての共通の理解が存在するわけ

ではない現状では,具 体的な方策は,援 助機関

によって異なりうる.こ のため,支 援の有効性

を高めるには,ま ずその背後の持続可能な発展

の内容に関する議論を整理 し,そ の方向性を提

示することが不可欠である.そ の上で,援 助機

関の構築 してきた仕組みと制度が,途 上国の持

続可能な発展の促進の観点か ら検討 され,再 構

築されることが重要 となる.援 助機関にとって

持続可能な発展への支援は,新 しい目標で,高

度な専門性 を要求され,さ らに伝統的分野での

開発援助のアプローチも変更が求められる.こ

のため,援 助機関の組織 内部で理解が深 まり,

組織外部から説明責任を求め られない限 り,持
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表1主 要先進国の援助機関及び国際援助機関の掲げる援助目的

持続可能

な発展
詳 細 内 容

先進国援助機関

ア メ リ カ

(USAID)
◎

持続可能な発展を基本 目標に掲げた上で,広 範な経済成長 と農業開

発,民 主主義 と統治の強化,人 間の能力強化のための教育訓練,人

ロ安定化 と基礎医療確保,長 期の持続性のための世界環境の保護を

重点分野とした開発戦略を採用

カ ナ ダ

(CIDA)
○

貧困緩和 とより安全で公平で明るい将来ある世界に資するために,

持続可能な発展のための活動を支援することを目的に掲げ,重 点5

分野の中に環境を設定

日本

(ODA大 綱)
▲

途上国の離陸へ向けての自助努力支援による健全な経済発展を実現

が目的.ユ999年 の中期政策で,重 点7分 野の中に環境保全などの地

球環境問題を掲げる

イギ リス

(DFID)
○ 持続可能な発展を通 じた貧困国での貧困撲滅を目的とす る

フ ラ ンス

(AFD)
×

地 球 環 境 問 題 に 対 応 す る た め の 新 規 の 資 金 を 供 給 す る 機 関

(Fre皿chGlobalEnvironmentalFacility,FFEM)を 設 立

ドイツ

(㎜)
▲

主要な目的を貧困緩和,教 育促進,環 境保護,経 済力強化 とし,社

会インフラの改善,経 済インフラの強化,環 境 ・自然資源保護に直

接寄与する支援を強化

ス ウ ェ ー デ ン

(Sida)
○

貧困層の生活水準の上昇が目的で,そ れを実現する6つ の目標の中

に,自 然資源の長期かつ持続的管理 と環境保護が含 まれる

オ ー ス トラ リァ

(AusAid)
▲

途上国の貧困減少 と持続可能な発展の支援による国益 の増進が目

的.重 点分野に医療,教 育,イ ンフラ,農 村開発,統 治,環 境持続

性,女 性の地位向上を掲げる

ノル ウ ェー

(NORAD)
▲

途上国で暮 らす人々の経済 ・社会 ・政治的条件の持続的改善が目

的.主 要な投資分野に,貧 困との戦い,最 も弱い人々の権利強化,

持続的な経済発展を掲げる

デ ンマ ー ク

(Danida)
○

貧困緩和を主目的とし,環 境,女 性の地位向上,人 権,民 主主義化

の促進を戦略の部門横断的テーマに掲げる.環 境分野への支援 を専

門的に行うDANCEDを 設立

オランダ

(MFA)
○

持続可能な方法,即 ち自立的発展の促進と環境への悪影響 を与えな

い方法での貧困克服を目的とする

ベ ル ギ ー

(AGCD)
▲

1999年 の国際協力法で,基 礎医療,教 育訓練,食 糧確保,基 礎 イン

フラ,紛 争防止の5部 門と3つ の部門横断的分野(機 会平等,環 境,

社会経済)に 支援を限定

多国間援助機関

世界銀行 ○

持続的な結果を得る貧困削減,資 金供給 ・知識共有 ・能力強化 ・公

的及び民間部 門との提携 を通 じた人々と環境への支援を目的に掲

げ,環 境戦略を2001年 に改訂

アジア開発銀行 ○
貧困緩和が主目的であ り,そ のために経済成長,人 的資源開発,女 ―

性の地位向上,環 境保護のための活動を行 う
L

アフリカ開発

銀行
▲

貧困緩和 を主目的とし,そ れが効果的な貧困削減が持続的な紛争防

止の唯一の方法で,か つ永続的発展の実現のための中心的課題と位

置づける
」

註:◎ は持続可能な発展を主 目的に,○ は複数の目的の うちの1つ に,▲ は戦略 目標ない し重点分

野として掲げていることを示す.

出所:各 援助機関ウェブページ(2001年8月 末現在)を 基 に筆者作成.
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続可能な発展を促すような枠組みや運営を行 う

誘因は小さくなるためである.

そこで本稿では,ま ず持続可能な発展の内容

に関する議論 を整理し,現 在の援助機関の支援

が どのアプローチに基づいているかを明 らかに

する.そ してそのアプローチの持つ限界を検討

し,そ れを乗 り越えて持続可能な発展 を促進 し

ていくためには,ど のような援助の仕組みと制

度が求められるかを提示する.

2持 続可能 な発展 をめ ぐる議論 と政

府開発援助

持続可能な発展に関しては,こ れまで多 くの

定義が示され,議 論がなされてきた.こ の中で

最 も有名な定義は,環 境 と開発に関する世界委

員会で示 された,「 将来の世代が自らのニーズ

を充足する能力を損なうことなく,現 在の世代

のニーズを満たすような発展」である.し かし,

環境 と開発に関しての相反する考えを政治的に

取 り入れたために,定 義は曖昧となった.即 ち,

一方では,国 際資源保護連合による 『世界自然

保全戦略』で提起 された 「開発のための保全」

を受け継いで,持 続可能な発展の鍵 として,世

界の貧 しい人々によって不可欠なニーズを満た

すことと,自 然環境 に内在する究極的限界の2

つを挙げ,世 代聞公正と世代内公正の両方の充

足が必要であることを指摘する.し か し他方で

は,経 済活動 と環境影響の分離可能性について

かな り楽観的な見解を示 している1).こ の曖昧

さは,先 進国と途上国の問での利害の対立のみ

が要因となったわけではなく,そ もそ も環境 に

対 して幅広い異なるアプローチが存在 したこと

もまた大 きな要因であった.

持続可能な発展をめぐる議論は,大 別すると,

2つ の議論に集約される.1つ は,持 続可能な

状態に関する定義で,他 の1つ は,持 続可能な

発展を実現するための方法論である.

2.1持 続性 の定義 をめ ぐる議論

環境に対するアプローチないし環境資源の多

機能性 に関す る見解 は,一 方の極 に技術中心

主義,他 方 の極 に生態中心主 義が位置す る

(O「Riordan,1991;Turner,Pearceand

Bateman,1994).技 術 中心主義は,環 境資源を

物的資本や人間資本と同じ1つ の機能 しか果た

さない資本と見なし,か つ資本間の代替が可能

と仮定する.そ こで,環 境資源の使用により環

境資本のス トックが減少 したとしても,そ れを

物的資本 と人的資本の増加が上 回れば,持 続性

は確保されるとする.つ まり,環 境の制約の問

題は技術力で克服されるとする.

しかし,こ のアプローチでは,世 代間公平が

確保 されたとしても,世 代内の公平性が確保 さ

れるとは限らない.つ まり,先 進国が世代間公

平を重視するほど,先 進国及び途上国の一部富

裕層の将来世代のために,地 域の環境汚染に苦

しむ途上国の現世代の人々の環境改善の機会を

犠牲 にする と批判 されて きた(Beckerman,

1992;藤 崎,1994).ま た,不 可逆的な環境上の

損失も考慮されるわけではない.

そこで,技 術中心主義の中で もそれほど極端

でない 「協調的技術主義」は,環 境面での制約

のために,資 本間の代替可能性 を限定的 とし,

持続性の確保のためには経済規模の変化が必要

であるとする.ま た 「他 に対する配慮」を倫理

として持ち,今 日の社会の最 も恵まれない人々

の福祉の増進 と,将 来世代の展望を損なわない

ことの両方を求める.

さらに生態中心主義では,シ ステム(経 済と

それを支える生態系)の 要求は個々人の要求に

優先すると主張する.生 態中心主義では,環 境

資源の機能 とサービスに幾つかは人間の生存に

本質的で,生 命維持サービスを提供 しているも

の,即 ち 「本質的自然資本」と考える.環 境資

本は物的資本や人的資本 とは容易には代替でき

ず,ま た環境資源はその多機能性ゆえに外部か

らの撹乱要 因に直面 したときの対応能力 を高

め,世 代問公平と世代内公平の両方をもた らす
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ためである(Pearce,1988;Pearce,Markandya,

Barbier,1989>.特 に生計を維持 し経済発展を

確保するために自然資源に直接依存する途上国

では,環 境資源の保全は貧困と環境破壊の悪循

環からの脱出を可能にする.そ こで,環 境資源

を将来世代 に減 らす ことな く引 き渡すために

は,環 境資本の厳格な保全が必要であるとする.

さらに極端な生態中心主義であるディープエコ

ロジス トは,人 間以外の自然の利益や権利の保

護 も必要と主張する.

2.2方 法論 をめぐる議論 と政府開発援助

次に実現のための方法論に関 しては,技 術中

心主義は,現 行の経済発展様式に疑問を持たず,

持続性を追求するためには経済成長は不可欠 と

する.そ して環境資源効率性を重視 し,権 威主

義的な構造ないし自由な市場を使って技術発展

を進めれば,持 続可能な経路は実現できると考

える.こ の戦略に基づけば,国 際環境援助は,

途上国に 「経済成長促進と環境保全の両立パ ッ

ケージ」の導入を求めるための手段 ということ

になる(WorldBank,1992;Munasinghe,

1999).こ の考え方が,少 な くとも初期の国際

環境援助の戦略の基礎となってきた.

この技術中心主義の戦略を理論的に支えるの

が,環 境クズネッツ仮説で,環 境悪化の速度 と

経済成長の速度の問には,逆U字 の相関がある

と主張するものである.こ の主張によれば,経

済発展によって農業の集約化や資源の集約的利

用が進み,他 方で工業化が始 まると,資 源開発

が急速に進み,廃 棄物の排出量 も有害性 も高 ま

る,し かし経済発展が さらに進むと,経 済成長

と環境悪化の間の正の相関関係がある時点で断

ち切 られるために環境悪化が止まり,環 境が改

善されてい くことになる.そ こでこの主張の本

質は,環 境の質の維持ないし改善には経済成長

が必要 とするものと理解 されて きた(Stern,

1998).

次に 「協調的技術主義」では,自 由市場の環

境保全に対する効果 を認め るものの,そ れは

人々の考えや行動が環境保全的であるときに限

られるとする.そ して環境破壊に対応す るため

には,社 会的諸制度や環境 アセスメント等のメ

カニズムの確立が必要 とする.こ の戦略からは,

政府開発援助は,途 上国の持続可能な発展政策

を実施する制度の確立や,社 会の価値観の体系

的な変更へ の支援が 求め られ る(Pearce,

Barbier,Markalldya,1990).

この考 え方 を概念的に発展 させて きたのが,

環境管理能力強化(CapacityDevelopmen七for

Environment)の 支援の議論と言える.こ の議

論では,途 上国の様々な主体が主導的かつ 自立

的に持続可能な発展を実現するための枠組みの

構築の支援の在 り方が検討されてきた.そ して,

国内資金動員の増大,社 会全体で発展の責任を

負う制度の確立,参 加型かつ透明性の高い政策

立案プロセスの実現,貧 困緩和 ・環境保全 ・経

済成長を統合 した戦略の作成,業 績に基づいた

モニ タ リング と評価 の重 要性が強調 される

(OECD,2001)。

他方生態中心主義は,経 済成長の性格の再定

義を行い,先 進国の浪費的な生活様式を改める

ことを主張する。そ して環境正義を重視 し,こ

れまでの経済成長政策に支えられた政治 ・経済

システムを変革 し,適 正技術やローカルな資源

と人材の活用による,参 加型で透明性の高 く,

民主的なプロセスに基づいた小規模の開発を重

視する(Bebbington,2000;宮 本,2000).ま た

現在の貿易を通 じた南北間格差の拡大の原因で

ある,世 界の豊かな国が世界の貧 しい国から

「持続可能な発展 を輸入」 している状態を是正

するために,現 在の国際経済システムを改革す

ることも重要 と主張される(Redclift,1987).

そこで,政 府開発援助は,持 続可能性を輸出し

ている国での持続可能な資源管理の確保を目標

とすべ きと主張される(Pearce,Markandya,

Barbier,1989).

さ らに デ ィー プ エ コ ロ ジス トの 立 場 か らは,

生 物 科 学 に基 づ く シス テ ム維 持 ル ー ル に基 づ い

た 予 防 的 な環 境 基 準 の 設 定 と,セ ー フ テ ィ マ ー

ジ ンァ プ ロー チ が 推 奨 され て い る.
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3環 境 クズネッツ仮説 とその対外援

助への含意

環 境 ク ズ ネ ッツ 仮 説 に よ れ ば,経 済 成 長 の プ

ロセ ス の 中 で の汚 染 減 少 の 要 因 は,以 下 の よ う

に説 明 さ れ る(McConne11,1997;deBruyn

andOpschoor.1997;Vogel,1999).ま ず 家 計 に

とっ て は,経 済 発 展 の 初 期 に は,消 費 の 限 界 効

用,即 ち汚 染 防止 支 出 の機 会 費 用 は高 い もの の,

所 得 が 上 昇 す る につ れ て,汚 染 防止 に対 す る資

源 配 分 か ら得 られ る便 益 が 向 上 す る.そ れ は,

財 ・サ ー ビス に対 す る 限界 効 用 が 減 少 す る 一 方

で,よ り良 好 な環 境 に対 す る限 界 効 用 を 上 昇 す

る た め で あ る.そ こ で,投 票 行 動 を通 じて 政 府

の政 策 に 選好 の 変 化 を 反映 させ る こ と で,企 業

の意 思 決 定 に影 響 を及 ぼそ う とす る.

次に産業全体では,汚 染排出量は,経 済規模

が拡大するほど増大 し(規 模効果),産 業部門

構造が農業から工業を経て第三次産業へ と移行

するに連れて減少 し,そ して排出時点での汚染

集約度が減少するほど小さくなる.こ のため産

業構造 と汚染集約度の低下が所得上昇による汚

染排出量の増加効果を上回れば,経 済が成長 し

ていても汚染排出量は減少する.ま た個々の企

業にとっては,所 得増大とともに資源利用 と汚

染排出が増えれば,資 源と環境の利用量は環境

容量を超え,次 第に環境が悪化することか ら,

生産投入が資源や環境資本に大 きく依存するほ

ど,生 産性 と資本収益率は悪化す る.そ こで,

企業は生産への投資に用いてきた資源を汚染防

止に配分することが望ましくなる2).

さらに途上国では,「 後発性の利益」を享受

できる可能性がある(0℃onner,1994).つ ま

り,費 用効果性の高い汚染防止技術へのアクセ

スが容易であれば,途 上国は,先 進国が経験 し

たのと同量の資源やエネルギー投入が不要にな

り,よ り短い期間とより安い費用で,あ る特定

の環境基準を達成することが可能になる.ま た

特定の汚染物質による環境汚染や環境被害に関

する正確な知識や情報を入手 し,普 及させれば,

現時点で利用可能な科学的根拠に裏付けされた

環境規制を導入することが可能になる.そ の上

で,汚 染集約型の産業の立地 を規制 したり,政

府が環境管理能力を構築すれば,所 得水準が低

い段階から環境悪化 を未然に防止することが可

能になる.

この議論か ら,途 上国の環境保全のための政

府開発援助 に関して,2つ の原則が導かれる.

1つ は,政 府開発援助は,費 用効果性の高い汚

染防止技術 ないし導入するのに必要な資金や,

環境汚染や環境被害に関する正確な知識や情報

を提供すべ きというものである.入 江 ・小林 ・

森田(2001)が 示 しているように,こ うした援

助は,転 換点での所得水準及び汚染水準 を,環

境 クズネッツ仮説で示された水準より低 く抑え

ることを可能にする.し かも,今 後世界の人口

の大多数を占める所得水準の低い途上国で所得

が上昇 した際に発生する世界規模での環境の悪

化(Sternet.al,1996)や,経 済発展の初期で

の生物多様性の喪失やオゾン層破壊等の不可逆

的な被害の拡大を最小限に抑制することも可能

になる.

2つ めは,生 産物価格が環境容量を維持回復

する費用 を十分に反映させるように,途 上国の

市場発展 を促す ような支援を行 うべきという原

則である.市 場が十分柔軟 に機能するならば,

企業は生産工程や生産設計を変化 させ,経 済全

体でも産業部門構造を変化させて環境容量を維

持 しようとすることが考えられる3).逆 に,資

本集約型産業が保護 されていたり,自 然資源の

価格が低 く評価されている状況では,資 本集約

型の防止技術を供与 しても,途 上国が主体的に

防止技術 を設計や改良を行う誘因を失わせるだ

けでなく,雇 用を減 らし,失 業を増や して 自然

資源開発の圧力を高めうる(Panayotou,1995).

そこで,持 続可能な発展の実現を名目としたガ

バナ ンスの改革や,マ クロ経済の安定化,貿

易 ・投資の自由化,資 源販売価格への補助制度

の撤廃 といった市場機能を最大限活かすことの

できる枠組みの構築を目的とした資金支援が求

められる.
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4環 境 クズネ ッツ仮説 を根拠 とする

ことの限界

しかし環境 クズネッツ仮説から導かれた政府

開発援助が有効に機能するためには,仮 説が依

拠 している諸条件が満たされることが必要であ

る.具 体的には,

・技術上の前提 ,即 ち,汚 染削減を効率的に

行いうる技術の存在

・市場財の前提 ,即 ち,個 別 に環境悪化を回

避できる財ないし手段の存在

・情報上の前提 ,即 ち,環 境汚染や環境被害

に関する正確な知識や情報の共有

・政治上の前提 ,即 ち,政 府の目的関数に家

計の選好を反映させるプロセスの存在

の4つ で あ る.

4.1費 用効果的な環境保全技術の存在

汚染防止 に資源が配分され るようになるの

は,消 費の限界効用や物的 ・人的資本の限界収

益率,即 ち汚染防止支出に対する機会費用が,

汚染削減から得 られる便益 より小 さくなるため

である.こ のため,環 境保全技術の費用効果性

が小さければ,環 境改善への資源配分は必ず し

も効率的 とは見なされず,環 境改善活動は行わ

れない.

このことは,費 用効果的な環境保全技術が存

在しない場合には,技 術面や資金面での支援で

も,途 上国の環境汚染を抜本的に解決すること

ができないことを意味する.特 に有害廃棄物の

処分地跡の浄化のように,先 進国にも費用効果

的な環境負荷削減技術が存在 しない問題では,

汚染 防 止活 動 が 行 われ ない可 能 性 も高 い

(Wanget.al.,1998;Gawandeet.al.,2000).

また,支 援を通 じて経済成長 と環境悪化 との間

のリンクの切 り離 しに成功 したとしても,途 上

国自身が新たな費用効果的な環境保全型技術を

開発しなければ,将 来的には所得の上昇ととも

に 再 び 環 境 を 悪 化 さ せ る こ と に な る(de

BruynandOpschoor.1997;Dinda,Coondoo

andPa1,2000;Hettige,ManiandWheeler,

2000).

また,先 進国では既に改善の局面に入ってい

る環境問題に対処するために開発 された環境保

全型技術 も,問 題を他の環境媒体にシフトさせ

た り,時 間的 ・空間的にシフ トさせただけで,

必ず しも環境汚染を根本的に削減するものでは

なかったかもしれない4).実 証分析では,途 上

国では工業化の進展 とともに汚染集約型の中間

財の輸入が増大 し,輸 出志向型の工業化を追求

してきた国ほどGDPの 汚染集約度が高 くなる

とされる5》.他方先進国でも,生 産に伴 って発

生する環境汚染は所得 とともに減少 しなが ら

も,消 費ベースの環境負荷は所得 とともに増大

している(Rock,1996;Rothman,1998;Suri

andChapman,1998).こ の論理を敷街すれば,

途上国である環境問題 を解決するためには,消

費に至るプロセスで発生する環境の悪化を転嫁

で きる他国を見つけることが不可欠ということ

になる.

4.2途 上国の経済 ・社会的状況

たとえ環境汚染が悪化 しても,そ の国の経済

的 ・社会的状況によっては,家 計が政府に環境

の改善を求めるとは限らない.例 えば,家 計が

個別に環境汚染に対する防御的支出を増やすこ

とを選好 し,良 好な環境 という集合財に対する

需要を高めないかもしれない.そ して防御的支

出を行った家計にとっては,厳 しい環境政策に

よって良好な環境を得ることによる便益は小 さ

くなる.そ こで,家 計が個別に購入することの

で きる環境代替財の種類が多いところほど,ま

た個別に防御的支出を行 う家計が多い社会ほ

ど,政 府の政策変更は遅れ,転 換点での所得水

準も汚染水準も高 くなる(McConnel1,1997).

また,経 済成長や技術開発に伴う環境悪化の

速度に比べて,環 境汚染や環境被害に関す る正

確 な知識や情報が共有される速度は遅いことが

一6―



持続可能な発展論と政府開発援助の深化

多い.こ の場合,実 際 に環境が悪化 しても,

人々は環境に対する関心をあまり高めず,環 境

汚染の危険性 も過小評価される.例 えば,教 育

水準や識字率が低い場合,人 々は環境悪化の現

象そのものや,そ の因果関係を十分に認識 しな

い可能性が高い(TorrasandBoyce,1998).ま

た国境を越えて発生する汚染や,環 境被害が長

期にわたる蓄積の後に現れる環境汚染に関 して

も,現 在世代の目には直接的には見えに くいた

めに,外 部費用を発生 させているとの認識も低

く,環 境被害の危険性についても過小評価やす

い.こ うした状況では,家 計が政府に厳 しい環

境 政策 を強力 に要求 す る誘因 は小 さ くな る

(Shafik,1994;McConnell,1997).

逆 に,人 口 や 経 済 活 動 が 集 中 して い る 地域 で

は,人 々 は 環 境 に対 す る意 識 を強 く持 ち,政 府

に厳 しい 環境 政 策 を求 め る よ う に な る こ と もあ

る(Kauinannet.al.,1998).ま た 環境 汚染 が

著 し く,環 境 汚 染 の 実 態 や排 出 源 が 目 に見 え や

す い ほ ど,人 々の 教 育 水 準 が 高 い 地 域 ほ ど,排

出源 に直 接 苦 情 を訴 え た りす る 頻 度 が 高 くな る

(Hettige,HuqandPargal,1996;Adenand

Ahn,1999).そ して所 得 が 低 くて も,生 活 を 環

境 資 源 に大 き く依 存 し,長 期 に わ た って 土 地 や

環 境 資源 を持 続 的 に利 用 して きた コ ミ ュ ニ テ ィ

で は,環 境 資 源へ の 認 識 が 高 い こ とか ら,外 部

の人 々 に よる 資 源 開 発 が 生 態 系 に大 き な影 響 を

及 ぼす よ うに な る と,活 発 な環 境 保 全 活 動 を展

開す る傾 向 に あ る6}(Martinex-Alier,1995).

このように,人 々がよりよい環境への選好を

強め,環 境保全活動を活発化させるのは,所 得

の上昇だけが要因ではない.そ の国や地域が環

境悪化 を回避できる財ない し手段の利用状況

や,環 境汚染や環境被害に関する正確な情報の

共有の程度も大きな要因である.

4.3環 境保全の政府の 目的関数への統

合化

最後に,た とえ家計が環境の改善を求めたと

しても,政 府が家計の選好,即 ち社会的厚生の

最大化 を考慮 しなければ,厳 しい環境政策の導

入 は遅 れ,企 業の汚染防止支出は増加 しない

(Vogel,1999).こ の状況は,2つ の場合に起 こ

りうる.1つ は,人 々の政治的権利や自由が保

障されていなかった り,選 挙を通 じて人々が自

由に意 見 を表明す る機会が ない場合で ある

(TorrasandBoyce,1998).他 の1つ は,政 府

の意思決定が産業界のロビー活動等に大きく影

響される場合である7}.こ の場合,環 境汚染や

被害に関す る情報 を国外か ら入手 したとして

も,受 取国政府がその情報を分離 し,国 内には

受取国政府にとって都合の良い情報 しか流布さ

せないかもしれない(AdenandAhn,1999)8).

こ の状 況 で は,途 上 国 の持 続 可 能 な発 展 の た

め の 政 策 改 革 や環 境 改 善 プ ロ ジ ェ ク トに 対 す る

支援 は,持 続 的 な 効 果 を持 た な いか も しれ な い.

支 援 が 政 府 に 影 響 力 を持 つ 政 治 団 体 の 選 好 と一

致 し な け れ ば,受 取 国 は 支援 の 受 入 そ の もの を

拒 否 し うる9).こ の場 合,た と え 環 境 コ ンデ ィ

シ ョナ リ テ ィを 設 定 した と して も,コ ンデ ィ シ

ョナ リテ ィ を遵 守 し な くて も他 の 理 由 か ら支 援

を続 けた り,必 要 以 上 に複 雑 で 広 範 な 内 容 を設

定 す れ ば,途 上 国 は改 革 実 施 の 主 体 性(owner-

ship)を な く し,援 助 機 関 も政 策 改 革 の持 続 性

を 担 保 で き な く な る(Collieret.al.,1997;

Leandroet.al,1999).

また受取国政府の内部で政策改革や環境改善

に関する協調が十分でなければ,一 部の政府機

関からのコミットは確保で きても,政 府部門全

体 としての強 いコ ミッ トは得 られ ない(森,

2000).さ らに政府がそれに積極的にコミット

したとしても,対 象地域の住民の選好 と異なれ

ば,彼 等の協力は得 られず,持 続性 も確保 され

ない(Korten,1994).

以上の考察か ら,環 境クズネッツ仮説の限界

を踏 まえつつ途上国での持続的な環境管理に向

けての支援 を行うためには,ま ず先進国自身が

生産及び消費ベースの環境負荷を他に転嫁する

ことなく削減する技術を開発するが不可欠 とな

る.そ の上で,支 援を通 じて,

一7一



財政学研究 第29号

①途上国自身が自国の条件に合致した環境保

全型技術 を新たに開発する能力の強化

②途上国国内の教育水準の向上 と,環 境に深

刻な影響を及 ぼす意思決定 に市民が参加

で きるプロセスの強化

③環境を持続的に利用する誘因を持たせるよ

うな環境資源の分配政策の支援

④途上国の環境管理に対する主体性(owner-

ship)と 組織間協調の強化

を重要 となる.こ れを実現するための戦略の1

つ として,環 境管理能力強化が着目され,議 論

が行われてきた.

5環 境管理能力強化の議論 と政府開

発援助への含意

環境管理能力の強化の手段 として,世 界銀行

を始めとする援助機関は,ま ず包括的な環境行

動計画(NationalEnvironmentalActionPlan)

の作成を途上国に促 してきた.こ れは対応すべ

き最も深刻な環境問題を確定 し優先順位 をつけ

ることで環境保全 目標を明確にすることが目的

であった,ま た同時に,こ れは費用効果性の高

い環境保全プロジェクトを発掘することにもな

った.そ こで特 に世界銀行 は,国 際開発協会

(IDA)の 支援対象 となっている低所得国に,

無償資金供与の条件として作成を促してきた.

この中では,環 境担当機関の強化や環境管理

の分権化,関 連する機関間の協調強化の重要性

も言及されてきた(Lampie愉andSubramanian,

1995;WorldBank,1998b).ま た環境管理機関の

強化や環境政策の導入,革 新的な環境保全プロ

ジェク トの実施の効果をもたらした国もあると

される(WorldBank,1996).し か し多 くの場

合,新 たに発生 した環境問題に自らの能力で対

応できるようになったわけではなかった.ま ず,

計画作成が資金供与の条件 とされ,し か も短期

間での作成が求められたために,途 上国政府が

計画作成及び実施の主体性を持たなかった.ま

た,計 画は国際コンサルタント依存で作成 され,

環境資源を利用する住民が計画作成プロセスに

参加する機会は少なかったことから,当 該地域

の環境問題の実状や問題の背後にある経済的 ・

社会的状況を踏 まえた計画 とはならなかった.

このため,対 処すべ き環境問題の優先度は必ず

しも明確な根拠に基づいて確定されたわけでは

なく,国 民の作成 された計画に対する関心を高

められたわけで もなかった.さ らに,計 画作成

の支援は1回 限りで,環 境政策の枠内で立案さ

れたために,途 上国の開発戦略の立案システム

の中核に組み込 まれたわけではなかった(森,

1999).こ の点は援助機関側 も同様で,例 えば

世界銀行で も,環 境保全戦略を国別支援戦略に

十分に組み込んで支援を行 うようになったわけ

ではなかったとされる.こ の結果,環 境行動計

画は,add-on的 性格 を超 えるこ とができず,

環境管理能力の強化に十分に焦点が当てられな

いまま,環 境汚染の実態調査や環境改善プロジ

ェク トのみが実施されていったのが実状であっ

た.

また同時に,中 央政府の環境担当機関の環境

管理能力の向上を直接の目的とした支援 も多 く

行われてきた.し か しこれまでの支援は,必 ず

しも中央政府全体の環境管理能力の強化をもた

らしたわけではなかった.ま た具体的に対応す

べ き問題 を抱 えている地域 においても,中 央政

府の環境担当機関の地域事務所が強化 されただ

けで,必 ずしも地方 自治体や地域住民が問題を

自ら解決してい く能力 を向上させたわけではな

かったとされる(OECD,2001).

この反省に立って,OECDの 開発援助委員会

の検討委員会は,環 境管理能力の概念を,計 画

や政策の立案 というアウ トプットではなく,環

境管理能力と適切な制度構造が強化 されるプロ

セス,即 ち状況に応 じて問題を解決できる能力

の強化 と定義している(OECD,1999).そ して

実現するための原則として,① すべての レベル

での環境 と開発の関心の統合化,② 中央政府の

環境担当機関以外の複数の制度 ・組織の強化,

③住民組織の参加 と主導,④ 様々な管理や分析

手段,イ ンセンティヴや組織構造の活用を掲げ
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ている.こ の原則は,従 来の支援の方式に2つ

の点での転換を要請することになる.1つ は,

まず中央政府の環境担当機関を強化 し,そ の権

限を地方に移譲 していく方式か ら,よ り対応す

べ き環境問題が発生 している現場に近い適切な

機関や地域住民による計画立案及び実施能力を

強化する方式への転換である'e).他 の1つ は,

環境問題 を環境担当機関のみが扱うマイナーな

問題ではな く,援 助機関及び途上国が環境 を開

発の中心的問題として捉えることである.

しかし,こ れら2つ の転換 を実現するために

は,従 来の政府開発援助やこれまで先進国で用

いられてきた環境管理手段を適用するだけでは

十分ではない。援助機関が確立 してきた援助全

体の構造や仕組みや,個 別の支援 と評価の方式

を,持 続性 と環境管理能力の強化の観点か ら見

直すことが求められる.

6政 府開発援助の見直 しの方向

6.t援 助全体の構造 ・仕組 みの見 直 し

環境クズネッツ仮説や環境行動計画で示され

た限界を克服 して持続性を確保す るためには,

地域の環境問題の実状や問題の背後にある経済

的 ・社会的状況を踏 まえた計画を作成し,実 施

してい くことが重要 となる.こ のためには,中

央政府だけでなく,地 方自治体や環境資源を利

用 している地域住民 ・コミュニティが計画の立

案プロセスに参加 し,地 域の環境資源に関する

情報を提供で きる制度を構築することが重要と

なる.そ こで,支 援を通じて効果的な参加の枠

組みを構築することが求められる,ま た同時に,

環境管理を支援するプロジェクトやプログラム

を立案 ・実施する際に,彼 等が立案や実施のプ

ロセスに効果的に参加できる枠組みを提供する

ことも重要 となる.

とは云え,制 度能力は既存の能力を踏 まえて

しか強化できるものではない.そ こで能力が強

化 されるまでの間,援 助機関が共通のセーフガ

ー ドポリシーを確立 して,自 らが関与する支援

プロジェク トやプログラムが もたらしうる環境

や社会への悪影響を回避 し,人 間の安全保障を

確保することが重要 となる.政 府開発援助に関

しては,1990年 代後半までにはほとんどの援助

機関で環境アセスメントの手続 きやガイドライ

ンを設定 し,そ れを実行する制度を充実させて

きた.ま た政府資金による国際融資と輸出信用

活動についても,2001年 末までに先進国で共通

のアプローチを確立すべ く調整が行 われてい

るll).

次に必要 となるのが,援 助機関 と途上国の両

方での長期のコミットである.し か し援助機関

が途上国に資金援助のコンディショナ リティと

して制度や政策改革を課すことで,確 保できる

わけではない(Collieret.al.,1997).途 上国は

主体性を失い,改 革の信頼性は損なわれてきた.

むしろ途上国自身が環境管理を開発の中心的課

題 と位置づけ,環 境管理能力の強化 に主体性を

持つことを促す方がはるかに効果が高い.

援 助 機 関 は,3つ の 方 法 で こ の 途 上 国 の主 体

性 の 強化 を支 援 す る こ とが で きる.1つ は,持

続 可 能 な 発 展 を 目指 した 制 度 や政 策 の 改 革 を行

っ て い る 途 上 国 に援 助 資 金 を重 点 配 分 す る こ と

で あ る12)(WorldBank,1998a).2つ め は,供

与 国 が 途 上 国 が 提 示 した 戦 略 の妥 当性 に応 じて

援 助 資 金 を 供 与 す る 「共 通 資 金 」(common

pool) .方式 へ の移 行 で あ る(Kanbur,Salldler

andMorrison,1999).こ の 資 金 配 分 方 式 の 見

直 しは,制 度 や 政 策 改 革 の 責 任 が 途 上 国 に あ る

こ とを 明確 に し,援 助 機 関 と途 上 国 の 問 の 支 援

に関 す る 関 心 の ズ レを解 消 し て,途 上 国 の 優 先

順 位 に合 致 した 支 援 が 行 わ れ る こ と を可 能 にす

る.ま た援 助 機 関 に とっ て も,途 上 国 の 持 続 可

能 な発 展 に 向 けて の取 り組 み を,個 別 の プ ロ ジ

ェ ク ト単 位 で は な く,政 策 や プ ロ グ ラム の レベ

ル で 判 断 す る こ と を可 能 に す る.

ただし他方で,主 体性向上の効果を高めるに

は,途 上国の提案の評価や政策対話を援助機関

が共同で行 う等,さ らなる援助機関間の協調が

重要 となる.さ らに多谷(1994)が 提案してい

るような日本の援助方式の大きな見直 し,即 ち
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定額援助方式の導入や,有 償援助 ・無償援助 ・

技術協力の連携 ・一体化等も必要となることが

予想 される.

3つ めは,短 期的な業績の如何に関わらず,

政策改革に必要な技術的 ・行政上 ・制度上の

能力 強 化 の た めの 支援 を行 うこ とで あ る

(Leandroe七.al,1999).た だし短期的 とはいえ

業績が評価 されなければ,援 助機関は国民への

説明責任を果たせなくなる.そ こで,従 来のモ

ニタリングや評価の枠組みの変更と,監 査能力

の強化が求められることになる.

6.2個 別 の支 援方 式の見 直 し

持続可能な発展を目指 した制度や政策の改革

に基づいた資金配分や,共 通資金方式への移行

は,環 境管理能力の強化 を支援するための1つ

の理想的な方式 と云える.し か し,こ れは従来

の援助システム全体の見直 しを必要 とするた

め,急 速な実施は困難と考えられる.そ こで当

面は,個 別の支援方式の見直しが重要となる.

具体的には,3つ の方向への見直 しが求め ら

れる,1つ は,中 央政府の環境担当機関のみに

焦点を当てた能力強化や環境管理プロジェク ト

から,開 発担当機関やその他機関のプロジェク

トへの関与を促 し,そ れ らの環境管理能力の強

化を視野に入れたプログラム方式の支援への転

換である.つ まり,環 境保全プロジェク トを核

とし,そ れに関連する多 くの政府機関や民間部

門の参加 と協調を促 しつつ,政 府及び民間部門

を含めた社会全体での環境管理能力の強化を行

う方式である.こ の1つ のモデルと期待 されて

いたのが,タ イのサム トプラカーン県で実施 さ

れている排水管理プロジェクトである.こ のプ

ロジェク トは,事 業実施主体である環境管理局

だけでな く,将 来的に事業運営を引 き継 ぐ地元

自治体,工 場排水に関する規制権限を持つ工業

省,排 水流入 と料金徴収の対象 となる工場と住

民,工 場の環境保全投資に対する融資を行う産

業金融公社を巻 き込んで,地 域の環境管理を統

合 的 に進 め るこ とが立案 されて い る(森,

2000).

2つ めは,環 境機関以外の政府機関や環境へ

の影響を潜在的に持ちうる分野のプロジェク ト

と政策に持続性の観点を統合化するのを支援す

ることである.こ のためには,分 散型で再生可

能なエネルギーへの転換,需 要管理政策の導入,

化学肥料や殺虫剤の大量使用の防止等,農 村 開

発や水,森 林,エ ネルギー分野での従来の支援

方式の調整が必要 となるかもしれない.ま た,

医療や教育分野 も含めて,貧 困削減戦略と環境

管理戦略を統合化することも重要となる.さ ら

に,途 上国国内のコミュニティが自ら環境資源

の持続的な利用を可能にするための枠組みの構

築も,支 援の1つ の重点課題 となってくる.

3つ めは,先 進国で経験 した費用効果的な環

境管理方法を適用するのではなく,途 上国の社

会的 ・経済的 ・政治的文脈 に合わせた環境管理

能力の強化の支援の枠組みを構築することであ

る.環 境管理能力の強化 をもた らした要因は,

先進国内でも,社 会的 ・経済的 ・政治的文脈の

相違から異なっている13).こ のため,先 進国の

経験を踏 まえつつ,当 該途上国の文脈により適

した強化方法 と支援の枠組みを柔軟に構築 して

いくことが求められる.

6.3支 援の評価 方法 の見直 し

環境管理能力の強化のプロセスが重視 され,

受取国や便益享受者の主体性ないし参加,さ ら

に部門や政策 レベルへのインパク トが評価の対

象 となるほど,従 来までの評価手法であるプロ

ジェクトサイクル評価では十分な評価を行 うこ

とが困難になる.

プロジェク トサイクル評価では,事 前審査段

階での個別プロジェク トと計画内容の妥当性の

検討,及 びプロジェクト終了後一定期間経過 し

た後の目的達成度,費 用対効果,技 術的適性,

社会的 ・経済的効果及び環境面への影響の評価

を主に行ってきた.し かし,当 該プロジェクト

を実施する受取国側の組織の権限が小 さく,あ

るいは他の組織や機関との協調や連携が十分で
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なければ,個 別プロジェクトが及ばす制度強化

や政策への影響は限定的で,持 続的な環境改善

効果を期待することは困難となる.ま た制度の

発展には長期を要することか ら,プ ロジェク ト

サイクル評価に適用 される短期の評価にはなじ

まず,か つ経済的 ・社会的 ・政治的文脈からの

分析 も必要 となる.

現在のところ,国 際的に合意された環境指標

や操作可能な制度業績指標 は確立されているわ

けではない.そ こで,持 続性の観点か らの評価

が提唱されることになる.FairmanandRoss

(1996)で は,国 際環境援助の評価を,そ もそ

も途上国の環境問題への関心,供 与国と受取国

の問の支援に関する誘因の一致,受 取国の環境

管理能力の強化の3つ の観点から行うことを提

唱する.そ して環境管理能力の強化を評価する

項 目として,受 取国政府の政治的コミットの確

保,政 策立案のための信頼できる環境情報の収

集 ・分析能力の強化,人 的資源や資金を有効に

活用 した環境政策の実施能力の強化,広 範な分

野の政府機関の参加とコミットの確保,意 思決

定過程への住民の情報を得た上での参加とコミ

ットの確保,制 度の発展に必要な持続的な資金

源の確保を挙げ,分 析を行っている'4).

他方で,近 年業績ベースの評価,な い しロジ

カルフレームワークの手法 も援助機関に取 り入

れられ,ま た強化 されるようになってきている.

この背景には,援 助機関に対する説明責任の高

まりがある(OECD,1998).つ まり,支 援や介

入の内容ではなく,そ れが途上国の人々の生活

環境,保 健状況,教 育状況にもたらした効果に

ついて定量的な把握が求め られるようになって

いる.世 界銀行の業務評価局で も,業 務部門が

抽出した終了後のプロジェクトを,目 標達成度,

便益の持続性,組 織 ・制度的発展へのインパク

ト,受 取国と援助機関のパフォーマンスについ

て定量的な分析 と評価 を行うようになってきて

いる(橋 田,2000).ま た制度能力の強化への支

援に関 しても,Stockmann(1997)の ように,

強化の持続性を定量的に評価する試みも行われ

ている.

この評価の強化に関する2つ の方向が,ど の

ように矛盾なく用いられ,援 助機関に活用され

るものとなるのか.ま たどの ような枠組みを構

築すれば,こ うした評価が,将 来の支援,及 び

現在進行中の支援に適切 にフィー ドバックされ

るのか.今 後の課題である.

7今 後の研究課題

本稿では,国 際環境援助の経験の蓄積 ととも

に,そ の背後の考え方 も環境 クズネッツ仮説に

基づいたものから環境管理能力の強化 に基づい

たものへ と移行して きたことを論 じてきた.し

かしこの移行は,援 助予算制約がますます厳 し

くなって きている供与国では,国 際環境援助に

対する国民の支持を得ることを困難にするかも

しれない.特 に支援の対象 となる問題が,供 与

国の環境汚染を減少させるものではなく,ま た

供与国の環境保全型技術や保全のためのシステ

ムが適用できるものでなければ,供 与国は直接

の便益 を得 られないためである.こ の結果供与

国は,支 援の対象 を途上国の優先度の高い地域

の環境問題か ら,供 与国 も便益 を享受できる地

球規模の環境問題に振 り向けるようになること

が予想 される.し かしこうした供与国主導の支

援は,受 取国の主体性を損ない,支 援の効果を

低下 させることが予想 される.

そこで,地 球規模で発生 している新たな問題

に対応するためには,こ れまでの政府開発援助

に加えて,新 たな資金を供給することが重要と

なる.こ の新たな資金供給に理論的な根拠 を提

供 しようとしているのが,地 球公共財,即 ち地

球全体に便益が及ぶような財の供給の議論であ

る(Kaul,GrunbergandStern,1999).一 般的

に,地 球公共財 も含めて公共財の供給は,た だ

乗 り問題が生 じるため,過 少 となる.し か しフ

ロン全廃や欧州の硫黄酸化物削減では,先 進国

の現在世代が世代 問衡平 を考慮 しただけでな

く,実 際に大きな便益 を得られることを認識 し

た結果,新 たな国際的枠組みの構築を主導 し,

削減が困難な国に資金供給を行 うメカニズムを
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構築 した(Sandler,1998;1999).で は他の地球

規模の環境問題では,ど うすれば地球公共財が

供給 される枠組みを構築することがで きるの

か.ま た,従 来の政府開発援助の供与額を維持

しながら,地 球公共財が供給されるようになる

には,何 が必要か.そ して,政 府開発援助以外

の資金や実施手法を盛 り込んだ,よ り包括的な

国際協力の枠組みをどのように構築すれぼよい

のか.さ らなる研究が望まれている.

そ して新たな資金の供給が必要 となれば,援

助機関は,国 民からの支持を維持するためにも,

支援対象を絞 り込み,実 施した支援に対する説

明責任を高めることが重要となる.そ こで,今

後ますます支援の評価 と監査の枠組み,即 ち誰

がどの観点か ら評価や監査 を行 うのか,ど のよ

うに評価 と監査の結果を支援活動に効果的にフ

ィー ドバ ックす るのかが問われることになろ

う.現 在この点をめぐっては,評 価プロセスへ

の受取国や関連主体の参加や,他 の援助機関に

よるセーフガー ドポリシー遵守のクロスチェッ

ク等も議論の遡上に登 ってきている.今 後の一

層の研究の進展が望まれる課題といえる.
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注

1)多 谷(2000)に よれ ば,持 続 可能 な発展 とい う

言葉 も,定 義の曖昧 さゆえに,IUCNの 「環境の枠

内 での開発 」か ら 「環 境 に配慮 しなが ら経済 開発

す る」の意味へ と変容 していった とされる.

2)実 証分析 の結 果か らは,産 業部 門構 造の変 化 に
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よる汚染 の減少効 果 は所 得上昇 による汚染 増大効

果(規 模効 果)よ りも小 さ く,環 境保 全技術 の 開

発へ の公 的資金 の配分 や,政 府 の環 境政策 の強化

の方が大 きな要 因 とされ る.こ れ は まず,所 得 が

高 い国 ほ どよ り厳 しい環境 目標 を設 定 し,よ り厳

しい環境 政策 を導入 し,契 約 の履行 や執行 の強 化

もよ り大 きな効果 を持つ ため であ る(deBruyn,

1997;Panayotou,1997).さ らに環境 保全 型技術開

発への公 的資金 の配分や環境規 制の強化 によって,

企業 の技術 の開発 や技術選 択,資 源投入 に影響 を

及 ぼ し,エ ネル ギー転換 や排 出時点 での汚染 集約

度 を低 下 させ る技 術 の 導 入 を 促 す た め で あ る

(Komen, Gerking and Folmer, 1997; Selden, 

Forrest and Lockhart, 1999; Hettige, Mani, 

Wheeler,  2000).

3)McConnell(1997)は,環 境悪 化が企業 の生 産

性 を悪化 させ,汚 染防 止支 出の限界 効率性 が低 け

れば,家 計 が 良好 な環境 に対 して正 の所得 弾力性

を持た な くて も,逆U字 の関係 を理論 的に説 明で

きる としてい る.

4)例 えば,先 進 国で は,大 気 汚染 や水質 汚濁 の問

題 を,原 子力発 電所 の増設 や,排 煙 脱硫 装置,廃

水 処理施 設 の設 置 に よって改善 してい った.し か

しこれ らの技術 は,結 果 と して放 射性廃 棄物 や下

水 汚泥 等の産 業廃棄物 を大 量 に生 み だ し,新 た な

問 題 を 起 こ し て い る(Weidner,1989;Ekins,

1997).

5)こ の ことは必ず しも先進 国で の規制 の強化 が汚

染 集約 型 産 業 を途 上 国へ 移 転 させ てい る とい う

「汚染回避仮説(pollu七ionhavenhypothesis)」 が

妥当 なことを意味す るわけではない,

6)た だ しこ うした苦情 や環境保全 活 動は,市 民社

会が 環境保全 活動 の組織 化や 支援 を積 極 的に行 っ

て きた蓄積 があ り,そ の能力 の高 い社 会 では,活

発 になる(Broad,1994).

7)こ の状 況で も,転 換 点で の所得水 準 と汚 染水準

は高 くなる ものの,環 境 クズネ ッツ仮説 は成立 す

る とされる(LopezandMitra,2000).

8)イ ン ドネ シアや タイで は,政 治 エ リー トが個 人

的利益 のため に,環 境政策 を選択 的に導入 した り,

環 境 規 制 の法 制 化 を 遅 延 させ て きた と さ れ る

(Cribb, 1998; Riggs and Scott,  1998)  .

9)イ ン ドネ シアで は,支 配的 な政 治勢 力の権益 に

悪 影響 を及 ぼ しうる との判 断か ら,政 府 は部 門調

整 融資 を受 け入れ なか った(Ross,1996).他 方 フ

ィリピ ンで は,政 権 交代 に よ り改革 を支持 す る団

体 が政 権 を握 っ ていた こ とが,森 林 部門調 整融 資

を通 じた 森 林 政策 の 変 更 を可 能 に した とされ る

(Korten,1994).

10)こ の こ とは,単 に権 限や予 算 を中央政 府か ら移

譲す れ ば,地 方 自治体 や住 民組織 の環境 管理能 力

は向上 す る とい うこ とを主 張す る もの で は ない,

管理 を行 い うる有能 な人材 の確保 や,説 明責任 の

確保,政 策決定 の透 明性,実 施効 率の 高 さが 大 き

な影響 を及 ぼす こ とは,言 うまで もない.

ll)セ ー フ ガー ドポ リ シー の中 で中心 的役割 を果た

す の は環 境 アセ スメ ン トであ る.し か しそれのみ

で環境 や社会へ の悪 影響 が十分 に 回避 で きるわ け

でない.そ こで先住民,非 自発的移住,紛 争地域,

生息地,文 化 財保 護等 の特 定 分野 に関わ るポ リシ

ー を設 定 して環境 アセ スメ ン トを補完 す る ことが

重要 とな る.な お政府 開発 援 助 に関す る環 境配慮

のた めの制 度の援 助機 関間 の比較 につい て は,森

(1996),「 環境 ・持続社 会」研究 セ ンター(1996),

及 びOECD(1996)を 参照 された い.ま た 国際 融

資 と輸出信 用活動 に 関す るセー フガー ドポ リシー

につ い て は,地 球 ・人間環 境 フ ォー ラム(2001)

を参照 され たい.

12)た だ し,重 点 配分方 式で も,コ ンデ ィシ ョナ リ

テ ィの業績 に基 づい て支援 額 を減 少 させ る と,途

上 国国内 での反 対が 強い ほ ど,政 策改 革 を後 退 さ

せ る可能性 が高 い とされ てい る.ま た供 与 国 も必

ず しも重 点配分 方式 を首尾 一貫 して適 用 してい る

わけではない(NelsonandEglinton,1993).

13)例 えば 日本 で は,地 方 自治体 は直接 規制 の導入

とそ の強化 の 過程 で汚 染源 や 環境 状 況 を監視 し,

環 境政策 を実施 能力 を向上 させ た(Mori,1999).

他 方 ドイ ツでは,排 水課徴 金 の導入 と強化 の プロ

セスが その 能力 を向上 させ ていっ た とされ る(諸

富,1997).

14)森(2000)は,こ の分析枠 組み を用 いて,日 本

か らタイへ の2つ の国際環境援助 を評価 している.
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